
(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　（ａ）成分：下記一般式（１）；
　Ｒ１

ｎ ＳｉＸ４ － ｎ 　…（１）
［式中、Ｒ１ はＨ原子若しくはＦ原子、又はＢ原子、Ｎ原子、Ａｌ原子、Ｐ原子、Ｓｉ原
子、Ｇｅ原子若しくはＴｉ原子を含む基、又は炭素数１～２０の有機基を示し、Ｘは加水
分解性基を示し、ｎは０～２の整数を示す。但し、ｎが２のとき、各Ｒ１ は同一でも異な
っていてもよく、ｎが０～２のとき、各Ｘは同一でも異なっていてもよい。］、
で表される化合物を加水分解縮合して得られるシロキサン樹脂と、
　（ｂ）成分：少なくとも１種の非プロトン性溶媒を含む有機溶媒と、
　（ｃ）成分：オニウム塩と、
を含有してなるシリカ系被膜形成用組成物
　

。
【請求項２】
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であって、
ケトン系溶媒、エーテル系溶媒、エステル系溶媒及びエーテルアセテート系溶媒からな

る群より選ばれる一種以上の非プロトン性溶媒を前記（ｂ）成分の重量基準で８０質量％
以上含有する、シリカ系被膜形成用組成物

前記シロキサン樹脂のシロキサン結合を形成しているＳｉ原子の１原子あたりに結合し
ているＨ原子、Ｆ原子、Ｂ原子、Ｎ原子、Ａｌ原子、Ｐ原子、Ｓｉ原子、Ｇｅ原子、Ｔｉ
原子及びＣ原子から成る群より選ばれる少なくとも一種の原子の総数が０．６５以下であ
る、請求項１記載のシリカ系被膜形成用組成物



【請求項３】
　
　

　
　

　

　

。
【請求項４】
　

【請求項５】
　
　

　
　

　

　

【請求項６】
　

【請求項７】
　

【請求項８】
　

【請求項９】
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（ａ）成分：下記一般式（１）；
Ｒ１

ｎ ＳｉＸ４ － ｎ 　…（１）
［式中、Ｒ１ はＨ原子若しくはＦ原子、又はＢ原子、Ｎ原子、Ａｌ原子、Ｐ原子、Ｓｉ原
子、Ｇｅ原子若しくはＴｉ原子を含む基、又は炭素数１～２０の有機基を示し、Ｘは加水
分解性基を示し、ｎは０～２の整数を示す。但し、ｎが２のとき、各Ｒ１ は同一でも異な
っていてもよく、ｎが０～２のとき、各Ｘは同一でも異なっていてもよい。］、
で表される化合物を加水分解縮合して得られるシロキサン樹脂と、

（ｂ）成分：少なくとも１種の非プロトン性溶媒を含む有機溶媒と、
（ｃ）成分：オニウム塩と、

を含有してなるシリカ系被膜形成用組成物であって、
前記シロキサン樹脂のシロキサン結合を形成しているＳｉ原子の１原子あたりに結合し

ているＨ原子、Ｆ原子、Ｂ原子、Ｎ原子、Ａｌ原子、Ｐ原子、Ｓｉ原子、Ｇｅ原子、Ｔｉ
原子及びＣ原子から成る群より選ばれる少なくとも一種の原子の総数が０．６５以下であ
り、

前記（ｂ）成分はケトン系溶媒、エーテル系溶媒、エステル系溶媒及びエーテルアセテ
ート系溶媒からなる群より選ばれる一種以上の非プロトン性溶媒を含有する、シリカ系被
膜形成用組成物

シリカ系被膜上に被着されたＣｕの配線層をＣＭＰする場合の前記シリカ系被膜の形成
に用いられる、請求項１～３のいずれか一項に記載のシリカ系被膜形成用組成物。

（ａ）成分：下記一般式（１）；
Ｒ１

ｎ ＳｉＸ４ － ｎ 　…（１）
［式中、Ｒ１ はＨ原子若しくはＦ原子、又はＢ原子、Ｎ原子、Ａｌ原子、Ｐ原子、Ｓｉ原
子、Ｇｅ原子若しくはＴｉ原子を含む基、又は炭素数１～２０の有機基を示し、Ｘは加水
分解性基を示し、ｎは０～２の整数を示す。但し、ｎが２のとき、各Ｒ１ は同一でも異な
っていてもよく、ｎが０～２のとき、各Ｘは同一でも異なっていてもよい。］、
で表される化合物を加水分解縮合して得られるシロキサン樹脂と、

（ｂ）成分：少なくとも１種の非プロトン性溶媒を含む有機溶媒と、
（ｃ）成分：オニウム塩と、

を含有してなるシリカ系被膜形成用組成物であって、
前記（ｂ）成分はケトン系溶媒、エーテル系溶媒、エステル系溶媒及びエーテルアセテ

ート系溶媒からなる群より選ばれる一種以上の非プロトン性溶媒を含有し、
シリカ系被膜上に被着されたＣｕの配線層をＣＭＰする場合の前記シリカ系被膜の形成

に用いられる、シリカ系被膜形成用組成物。

前記シロキサン樹脂はテトラアルコキシシランに由来する単位及びトリアルコキシシラ
ンに由来する単位を含む、請求項１～５のいずれか一項に記載のシリカ系被膜形成用組成
物。

前記シロキサン樹脂は、前記一般式（１）で表される化合物を前記非プロトン性溶媒中
で加水分解縮合して得られるものである、請求項１～６のいずれか一項に記載のシリカ系
被膜形成用組成物。

前記シロキサン樹脂は、前記一般式（１）で表される化合物を無機酸又は有機酸の存在
下で加水分解縮合して得られるものである、請求項１～７のいずれか一項に記載のシリカ
系被膜形成用組成物。

前記（ｂ）成分は、２価アルコールのジアルキルエ－テル、２価アルコールのアルキル



【請求項１０】
　

【請求項１１】
　

【請求項１２】
　

【請求項１３】
　基板上にシリカ系被膜を形成する方法であって、
　請求項１～ のいずれか一項に記載のシリカ系被膜形成用組成物を基板上に塗布して
塗布膜を形成し、該塗布膜に含まれる有機溶媒を除去した後、該塗布膜を２５０～５００
℃の加熱温度で焼成するシリカ系被膜の形成方法。
【請求項１４】
　基板上に設けられており、請求項 記載のシリカ系被膜の形成方法により形成されて
なるシリカ系被膜。
【請求項１５】
　前記基板上に設けられた複数の導電性層のうち互いに隣設された導電性層の間に形成さ
れたものである、請求項 記載のシリカ系被膜。
【請求項１６】
　基板上に請求項 又は 記載のシリカ系被膜が形成されてなる電子部品。
【発明の詳細な説明】
【０００１】
【発明の属する技術分野】
本発明は、シリカ系被膜形成用組成物、シリカ系被膜及びその形成方法、並びにシリカ系
被膜を備える電子部品に関する。
【０００２】
【従来の技術】
従来、ＣＶＤ法によって形成され、４．２程度の比誘電率を有するＳｉＯ 2膜が層間絶縁
膜の形成材料として用いられてきた。しかし、デバイスの配線間容量を低減し、ＬＳＩの
動作速度を向上させる観点から、更なる低誘電率を発現できる材料が切望されていた。
【０００３】
この要望に対し、３．５程度の比誘電率を有し、ＣＶＤ法で形成されるＳｉＯＦ膜が開発
された。さらに、２．５～３．０の比誘電率を有する絶縁材料として、有機ＳＯＧ（Ｓｐ
ｉｎ　Ｏｎ　Ｇｌａｓｓ）、有機ポリマー等が開発された。さらにまた、比誘電率が２．
５以下の絶縁材料として、被膜中に空隙を有するポーラス材料が有効と考えられており、
ＬＳＩの層間絶縁膜に適用するための検討・開発が盛んに行われている。
【０００４】
このようなポーラス材料の形成方法として、下記特許文献１及び２には有機ＳＯＧを用い
る方法が提案されている。この方法においては、金属アルコキシドの加水分解縮重合物と
揮発又は分解特性を有するポリマーとを含む組成物を加熱して被膜を形成した後、この被
膜を加熱して該被膜中に空孔を形成させてポーラス材料を得る。
【特許文献１】
特開平１１－３２２９９２号公報
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エステルエーテル、２価アルコールのジエステル及び環状ケトンからなる群より選ばれる
少なくとも一種の非プロトン性溶媒を含む、請求項１～８のいずれか一項に記載のシリカ
系被膜形成用組成物。

前記オニウム塩がアンモニウム塩である、請求項１～９のいずれか一項に記載のシリカ
系皮膜形成用組成物。

前記アンモニウム塩がテトラメチルアンモニウム硝酸塩、テトラメチルアンモニウム酢
酸塩、テトラメチルアンモニウムプロピオン酸塩、テトラメチルアンモニウムマレイン酸
塩及びテトラメチルアンモニウム硫酸塩からなる群より選ばれる、請求項１０記載のシリ
カ系被膜形成用組成物。

２５０～５００℃の加熱温度において熱分解又は揮発する空隙形成用組成物を更に含有
する、請求項１～１１のいずれか一項に記載のシリカ系被膜形成用組成物。

１２

１３

１４

１４ １５



【特許文献２】
特開平１１－３１０４１１号公報
【０００５】
【発明が解決しようとする課題】
ところで、ＬＳＩ等の半導体素子といった電子デバイス部品においては、高集積化による
配線の微細化に伴い、配線間容量の増大による信号遅延時間の増大が問題となっている。
このため、電子デバイス部品の絶縁材料に対して、耐熱性、機械特性等の他、更なる低比
誘電率と熱処理工程の短縮が求められている。
【０００６】
一般に、配線の信号伝搬速度（ｖ）と、配線材料が接する絶縁材料の比誘電率（ε）との
間には、式；ｖ＝ｋ／√εで表される関係を有する（式中のｋは定数である）。つまり、
使用する周波数領域を高くすると共に、絶縁材料の比誘電率（ε）を低減することにより
、信号伝搬の高速化が達成される。
【０００７】
ここで、本発明者は上述の従来の方法について詳細に検討を行ったところ、絶縁膜に要求
される所望の低誘電率を達成するためには、極めて多量の空孔（空隙）を絶縁膜中に導入
する必要があることを見出した。さらに、本発明者は、膜のベース材料となる有機ＳＯＧ
の機械的な膜強度又は膜硬度が本来的に不足している場合に空隙率が過度に高まると、膜
の機械強度が一層低下してしまう傾向があることを見出した。しかしながら、絶縁膜の比
誘電率が低下するにつれて膜強度が低下する傾向にあるため、従来のプロセスを適合させ
ることは大きな問題がある。
【０００８】
また、被膜形成用組成物を硬化させて被膜を形成させるためには、４５０℃以上の高温雰
囲気が必要である。しかも、最終的に硬化が終了するまでには、１時間程度の長時間を要
する傾向にある。このため、かかる被膜を層間絶縁膜として用いた場合、この被膜形成プ
ロセスにおける入熱量（サーマルバジェット）によって他の層、特に配線層の劣化が懸念
される。また、入熱量の増加に伴って基板の反りが顕著となるといった問題も生じ得る。
【０００９】
さらに、上述の如く、高集積化による配線の微細化が加速しており、半導体デバイスを構
成する各部材層の薄層化・多層化、及び配線層等の材料変更が進んでいる。入熱量による
各層の材料劣化の影響は今まで以上に増大すると予想されるため、各プロセスでの熱負荷
の低減による熱履歴の改善が急務となっている。
【００１０】
そこで、本発明はかかる事情に鑑みてなされたものであり、低誘電性に優れると共に、充
分な機械的強度を有し、従来に比して低温、短時間で硬化可能なシリカ系被膜を形成でき
るシリカ系被膜形成用組成物、かかる組成物からなるシリカ系被膜及びその形成方法、並
びにかかるシリカ系被膜を備える電子部品を提供することを目的とする。
【００１１】
【課題を解決するための手段】
上記目的を達成するために、本発明者らは、絶縁膜に好適なシリカ系被膜を得るための材
料成分及びその組成の観点から鋭意研究を重ねた結果、特定の成分を含有する組成物が、
従来の種々の問題点を解消し得ることを見出し、本発明を完成するに至った。
【００１２】
　すなわち、本発明は、（ａ）成分：下記一般式（１）；
　Ｒ１

ｎ ＳｉＸ４ － ｎ 　…（１）
［式中、Ｒ１ はＨ原子若しくはＦ原子、又はＢ原子、Ｎ原子、Ａｌ原子、Ｐ原子、Ｓｉ原
子、Ｇｅ原子若しくはＴｉ原子を含む基、又は炭素数１～２０の有機基を示し、Ｘは加水
分解性基を示し、ｎは０～２の整数を示す。但し、ｎが２のとき、各Ｒ１ は同一でも異な
っていてもよく、ｎが０～２のとき、各Ｘは同一でも異なっていてもよい。］、
で表される化合物を加水分解縮合して得られるシロキサン樹脂と、（ｂ）成分：少なくと
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も１種の非プロトン性溶媒を含む有機溶媒と、（ｃ）成分：オニウム塩と、を含有してな
るシリカ系被膜形成用組成物

を提供する。
【００１３】
　本発明のシリカ系被膜形成用組成物は、被膜形成成分として上記構成のシロキサン樹脂
を含み、シロキサン樹脂を溶解させる有機溶媒成分として

非プ
ロトン性溶媒を必須成分とし、オニウム塩を更に含有することから、低誘電性、特に高周
波領域（１００ｋＨｚ以上の高周波領域で、例えば１ＭＨｚ）における低誘電性に優れる
と共に、充分な機械的強度を有し、従来に比して低温且つ短時間で硬化可能なシリカ系被
膜を形成できるようになる。また、上記組成物の低温且つ短時間での硬化が可能となるこ
とから、被膜形成プロセスにおける入熱量も軽減される。したがって、配線層等の劣化や
基板の反り等の問題も解消できる。さらに、被膜の膜厚の均一性も向上させることができ
る。

【００１４】
上記効果が生じる要因は必ずしも明らかではないが、シリカ系被膜が低誘電性及び充分な
機械的強度を有するようになるのは、上記シロキサン樹脂と非プロトン性溶媒を使用した
ことに主に起因しており、低温且つ短時間での硬化が可能となるのは、非プロトン性溶媒
とオニウム塩を使用したことに主に起因しているものと推測される。また、被膜の膜厚の
均一性の向上は、非プロトン性溶媒を使用したことに主に起因していると考えられる。
【００１５】
　また、

【００１６】
　
　

【００１７】
　

【００１８】
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であって、ケトン系溶媒、エーテル系溶媒、エステル系溶媒
及びエーテルアセテート系溶媒からなる群より選ばれる一種以上の非プロトン性溶媒を（
ｂ）成分の重量基準で８０質量％以上含有するシリカ系被膜形成用組成物

ケトン系溶媒、エーテル系溶媒
、エステル系溶媒及びエーテルアセテート系溶媒からなる群より選ばれる一種以上の

また、（ｂ）成分に占める非プロトン性溶媒の含有割合が少ないと、上記組成物の硬
化時における低温度化と短時間化を妨げる恐れがある。また、被膜の比誘電率の上昇や機
械強度の低下を招く恐れがある。

シロキサン樹脂のシロキサン結合を形成しているＳｉ原子の１原子あたりに結合
しているＨ原子、Ｆ原子、Ｂ原子、Ｎ原子、Ａｌ原子、Ｐ原子、Ｓｉ原子、Ｇｅ原子、Ｔ
ｉ原子及びＣ原子から成る群より選ばれる少なくとも一種の原子の総数が０．６５以下で
あることが好ましい。上記構成を有するシリカ系被膜形成用組成物は、シリカ系被膜の他
の膜（層）との接着性及び機械的強度の低下が抑制される。

本発明は、（ａ）成分：下記一般式（１）；
Ｒ１

ｎ ＳｉＸ４ － ｎ 　…（１）
［式中、Ｒ１ はＨ原子若しくはＦ原子、又はＢ原子、Ｎ原子、Ａｌ原子、Ｐ原子、Ｓｉ原
子、Ｇｅ原子若しくはＴｉ原子を含む基、又は炭素数１～２０の有機基を示し、Ｘは加水
分解性基を示し、ｎは０～２の整数を示す。但し、ｎが２のとき、各Ｒ１ は同一でも異な
っていてもよく、ｎが０～２のとき、各Ｘは同一でも異なっていてもよい。］、
で表される化合物を加水分解縮合して得られるシロキサン樹脂と、（ｂ）成分：少なくと
も１種の非プロトン性溶媒を含む有機溶媒と、（ｃ）成分：オニウム塩とを含有してなる
シリカ系被膜形成用組成物であって、シロキサン樹脂のシロキサン結合を形成しているＳ
ｉ原子の１原子あたりに結合しているＨ原子、Ｆ原子、Ｂ原子、Ｎ原子、Ａｌ原子、Ｐ原
子、Ｓｉ原子、Ｇｅ原子、Ｔｉ原子及びＣ原子から成る群より選ばれる少なくとも一種の
原子の総数が０．６５以下であり、（ｂ）成分はケトン系溶媒、エーテル系溶媒、エステ
ル系溶媒及びエーテルアセテート系溶媒からなる群より選ばれる一種以上の非プロトン性
溶媒を含有するシリカ系被膜形成用組成物を提供する。

上記本発明は、シリカ系被膜上に被着されたＣｕの配線層をＣＭＰ（ Chemical Mechani
cal Polish）する場合のシリカ系被膜の形成に用いられることが好ましい。

本発明は、（ａ）成分：下記一般式（１）；
Ｒ１

ｎ ＳｉＸ４ － ｎ 　…（１）



【００１９】
　

【００２０】
　

【００２１】
　

【００２２】
　

【００２３】
　

そして、本発明は、基板上に本発明によるシリカ系被膜が形成され
てなる電子部品を提供する。かかる電子部品は、半導体装置といった電子デバイスを構成
するものである。
【００２４】
【発明の実施の形態】
以下、本発明の実施形態について詳細に説明する。本発明にかかるシリカ系被膜形成用組
成物は、（ａ）～（ｃ）成分を含有しているが、本発明において特徴的なことは、（ｂ）
成分として少なくとも１種の非プロトン性溶媒、すなわち比誘電率の高い極性溶媒を含む
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［式中、Ｒ１ はＨ原子若しくはＦ原子、又はＢ原子、Ｎ原子、Ａｌ原子、Ｐ原子、Ｓｉ原
子、Ｇｅ原子若しくはＴｉ原子を含む基、又は炭素数１～２０の有機基を示し、Ｘは加水
分解性基を示し、ｎは０～２の整数を示す。但し、ｎが２のとき、各Ｒ１ は同一でも異な
っていてもよく、ｎが０～２のとき、各Ｘは同一でも異なっていてもよい。］、
で表される化合物を加水分解縮合して得られるシロキサン樹脂と、（ｂ）成分：少なくと
も１種の非プロトン性溶媒を含む有機溶媒と、（ｃ）成分：オニウム塩と、を含有してな
るシリカ系被膜形成用組成物であって、（ｂ）成分はケトン系溶媒、エーテル系溶媒、エ
ステル系溶媒及びエーテルアセテート系溶媒からなる群より選ばれる一種以上の非プロト
ン性溶媒を含有し、シリカ系被膜上に被着されたＣｕの配線層をＣＭＰする場合のシリカ
系被膜の形成に用いられるシリカ系被膜形成用組成物を提供する。

また、上述のシロキサン樹脂は、テトラアルコキシシランに由来する単位及びトリアル
コキシシランに由来する単位を含むことが好ましく、上記一般式（１）で表される化合物
を非プロトン性溶媒中で加水分解縮合して得られるものであることが好ましく、上記一般
式（１）で表される化合物を無機酸又は有機酸の存在下で加水分解縮合して得られるもの
であることが好ましい。

また、上記非プロトン性溶媒は、２価アルコールのジアルキルエ－テル、２価アルコー
ルのアルキルエステルエーテル、２価アルコールのジエステル及び環状ケトンからなる群
より選ばれる少なくとも１種の非プロトン性溶媒を含むことが好ましく、上記非プロトン
性溶媒の少なくとも１種は、１０以上の非誘電率を有する非プロトン性溶媒であることが
好ましい。さらにまた、上記１０以上の比誘電率を有する非プロトン性溶媒の含有量が、
（ｂ）成分の重量基準で５０質量％以上であることが好ましい。

また、オニウム塩がアンモニウム塩であることが好ましい。かかる構成を有するシリカ
系被膜形成用組成物は、該組成物の安定性を高めることができ、シリカ系被膜の電気特性
及び機械特性もより向上させることが可能となる。アンモニウム塩は、テトラメチルアン
モニウム硝酸塩、テトラメチルアンモニウム酢酸塩、テトラメチルアンモニウムプロピオ
ン酸塩、テトラメチルアンモニウムマレイン酸塩及びテトラメチルアンモニウム硫酸塩か
らなる群より選ばれることが好ましい。

また、２５０～５００℃の加熱温度において熱分解又は揮発する空隙形成用化合物を更
に含有してなることが好ましい。かかる構成のシリカ系被膜形成用組成物は、機械的強度
の著しい低下を抑制しつつ、低誘電率化を達成可能なシリカ系被膜を形成できる。

本発明はまた、基板上にシリカ系被膜を形成する方法であって、上記本発明のシリカ系
被膜形成用組成物を基板上に塗布して塗布膜を形成し、該塗布膜に含まれる有機溶媒を除
去した後、該塗布膜を２５０～５００℃の加熱温度で焼成することを特徴とするシリカ系
被膜の形成方法を提供する。本発明は更に、基板上に設けられており、上記シリカ系被膜
の形成方法により形成されてなることを特徴とするシリカ系被膜を提供し、かかる被膜は
、特に、基板上に設けられた複数の導電性層のうち互いに隣設された導電性層の間に形成
されたもの、すなわち、リーク電流を充分に低減する必要のある絶縁膜、例えば層間絶縁
膜として有用である。



シリカ系被膜形成用組成物とすることである。以下、本発明のシリカ系被膜形成用組成物
の各成分について詳細に説明する。
【００２５】
〈（ａ）成分〉
本発明において、（ａ）成分として用いられるシロキサン樹脂は、後述のシリカ系被膜の
被膜形成成分として機能する。かかる機能を発揮するために、本発明のシリカ系被膜形成
用組成物は、（ａ）成分として下記式（１）で表される化合物を加水分解縮合して得られ
るシロキサン樹脂を含有する。
Ｒ 1

nＳｉＸ 4 - n　…（１）
【００２６】
上記一般式（１）中、Ｒ 1は、Ｈ原子若しくはＦ原子、又はＢ原子、Ｎ原子、Ａｌ原子、
Ｐ原子、Ｓｉ原子、Ｇｅ原子若しくはＴｉ原子を含む基、又は炭素数１～２０の有機基（
好ましくは炭素数１～１２、更に好ましくは１～６の有機基）を示す。
【００２７】
　また、シロキサン樹脂のシロキサン結合を形成しているＳｉ原子の１原子あたりに結合
しているＨ原子、Ｆ原子、Ｂ原子、Ｎ原子、Ａｌ原子、Ｐ原子、Ｓｉ原子、Ｇｅ原子、Ｔ
ｉ原子及びＣ原子から成る群より選ばれる少なくとも一種の原子（以下、「特定の結合原
子」という）の総数（Ｍ）が０．６５以下であることが好ましく、０．５５以下であると
より好ましく、０．５０以下であると特に好ましく、０．４５以下であると極めて好まし
い。また、Ｍの下限値としては０．２０程度が好ましい。

【００２８】
Ｍの値が、０．６５を超える場合には、最終的に得られるシリカ系被膜の他の膜（層）と
の接着性、機械強度等が劣る傾向がある。一方、Ｍの値が０．２０未満であると、絶縁膜
として用いたときの誘電特性が劣る傾向にある。なお、シロキサン樹脂は、上記特定の結
合原子の中でも、シリカ系被膜の成膜性の点で、Ｈ原子、Ｆ原子、Ｎ原子、Ｓｉ原子、Ｔ
ｉ原子及びＣ原子のうちの少なくとも一種を含むとより好ましく、それらのなかでも誘電
特性及び機械強度の点において、Ｈ原子、Ｆ原子、Ｎ原子、Ｓｉ原子及びＣ原子のうち少
なくとも一種を含むと一層好ましい。
【００２９】
なお、Ｍの値は、シロキサン樹脂の原料である上記一般式（１）で表される化合物の仕込
み量から求めることができる。例えば、下記式；
Ｍ＝［Ｍ 1＋（Ｍ 2／２）＋（Ｍ 3／３）］／Ｍ S i

を用いて算出することができる。式中、Ｍ 1は特定の結合原子のうち単一の（ただ１つの
）Ｓｉ原子と結合している原子の総数を示し、Ｍ 2は特定の結合原子のうち２つのケイ素
原子で共有されている原子の総数を示し、Ｍ 3は特定の結合原子のうち３つのケイ素原子
で共有されている原子の総数を示し、Ｍ S iはＳｉ原子の総数を示す。
【００３０】
上記一般式（１）に戻り、Ｘは加水分解性基を示す。Ｘとしては、例えば、アルコキシ基
、ハロゲン原子、アセトキシ基、イソシアネート基、ヒドロキシル基が挙げられ、アルコ
キシ基であることが好ましい。Ｘをアルコキシ基とすることにより、上記組成物の液状安
定性や塗布特性等が優れるようになる。
【００３１】
加水分解性基Ｘがアルコキシ基である場合の上記一般式（１）で表される化合物としては
、テトラアルコキシシラン、トリアルコキシシラン、ジオルガノジアルコキシシラン等が
挙げられる。テトラアルコキシシランとしては、テトラメトキシシラン、テトラエトキシ
シラン、テトラ－ｎ－プロポキシシラン、テトラ－ｉｓｏ－プロポキシシラン、テトラ－
ｎ－ブトキシシラン、テトラ－ｓｅｃ－ブトキシシラン、テトラ－ｔｅｒｔ－ブトキシシ
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これにより、シリカ系被膜の他
の膜（層）との接着性及び機械的強度の低下が抑制される。したがって、シリカ系被膜上
に被着されたＣｕ等の金属配線層をＣＭＰ（ Chemical Mechanical Polish）する工程にお
いて、界面剥離が生じることをも防止できる。



ラン、テトラフェノキシシラン等が例示できる。
【００３２】
トリアルコキシシランとしては、トリメトキシシラン、トリエトキシシラン、トリプロポ
キシシラン、フルオロトリメトキシシラン、フルオロトリエトキシシラン、メチルトリメ
トキシシラン、メチルトリエトキシシラン、メチルトリ－ｎ－プロポキシシラン、メチル
トリ－ｉｓｏ－プロポキシシラン、メチルトリ－ｎ－ブトキシシラン、メチルトリ－ｉｓ
ｏ－ブトキシシラン、メチルトリ－ｔｅｒｔ－ブトキシシラン、メチルトリフェノキシシ
ラン、エチルトリメトキシシラン、エチルトリエトキシシラン、エチルトリ－ｎ－プロポ
キシシラン、エチルトリ－ｉｓｏ－プロポキシシラン、エチルトリ－ｎ－ブトキシシラン
、エチルトリ－ｉｓｏ－ブトキシシラン、エチルトリ－ｔｅｒｔ－ブトキシシラン、エチ
ルトリフェノキシシラン、ｎ－プロピルトリメトキシシラン、ｎ－プロピルトリエトキシ
シラン、ｎ－プロピルトリ－ｎ－プロポキシシラン、ｎ－プロピルトリ－ｉｓｏ－プロポ
キシシラン、ｎ－プロピルトリ－ｎ－ブトキシシラン、ｎ－プロピルトリ－ｉｓｏ－ブト
キシシラン、ｎ－プロピルトリ－ｔｅｒｔ－ブトキシシラン、ｎ－プロピルトリフェノキ
シシラン、ｉｓｏ－プロピルトリメトキシシラン、ｉｓｏ－プロピルトリエトキシシラン
、ｉｓｏ－プロピルトリ－ｎ－プロポキシシラン、ｉｓｏ－プロピルトリ－ｉｓｏ－プロ
ポキシシラン、ｉｓｏ－プロピルトリ－ｎ－ブトキシシラン、ｉｓｏ－プロピルトリ－ｉ
ｓｏ－ブトキシシラン、ｉｓｏ－プロピルトリ－ｔｅｒｔ－ブトキシシラン、ｉｓｏ－プ
ロピルトリフェノキシシラン、ｎ－ブチルトリメトキシシラン、ｎ－ブチルトリエトキシ
シラン、ｎ－ブチルトリ－ｎ－プロポキシシラン、ｎ－ブチルトリ－ｉｓｏ－プロポキシ
シラン、ｎ－ブチルトリ－ｎ－ブトキシシラン、ｎ－ブチルトリ－ｉｓｏ－ブトキシシラ
ン、ｎ－ブチルトリ－ｔｅｒｔ－ブトキシシラン、ｎ－ブチルトリフェノキシシラン、ｓ
ｅｃ－ブチルトリメトキシシラン、ｓｅｃ－ブチルトリエトキシシラン、ｓｅｃ－ブチル
トリ－ｎ－プロポキシシラン、ｓｅｃ－ブチルトリ－ｉｓｏ－プロポキシシラン、ｓｅｃ
－ブチルトリ－ｎ－ブトキシシラン、ｓｅｃ－ブチルトリ－ｉｓｏ－ブトキシシラン、ｓ
ｅｃ－ブチルトリ－ｔｅｒｔ－ブトキシシラン、ｓｅｃ－ブチルトリフェノキシシラン、
ｔ－ブチルトリメトキシシラン、ｔ－ブチルトリエトキシシラン、ｔ－ブチルトリ－ｎ－
プロポキシシラン、ｔ－ブチルトリ－ｉｓｏ－プロポキシシラン、ｔ－ブチルトリ－ｎ－
ブトキシシラン、ｔ－ブチルトリ－ｉｓｏ－ブトキシシラン、ｔ－ブチルトリ－ｔｅｒｔ
－ブトキシシラン、ｔ－ブチルトリフェノキシシラン、フェニルトリメトキシシラン、フ
ェニルトリエトキシシラン、フェニルトリ－ｎ－プロポキシシラン、フェニルトリ－ｉｓ
ｏ－プロポキシシラン、フェニルトリ－ｎ－ブトキシシラン、フェニルトリ－ｉｓｏ－ブ
トキシシラン、フェニルトリ－ｔｅｒｔ－ブトキシシラン、フェニルトリフェノキシシラ
ン、トリフルオロメチルトリメトキシシラン、ペンタフルオロエチルトリメトキシシラン
、３，３，３－トリフルオロプロピルトリメトキシシラン、３，３，３－トリフルオロプ
ロピルトリエトキシシラン等が挙げられる。
【００３３】
ジオルガノジアルコキシシランとしては、ジメチルジメトキシシラン、ジメチルジエトキ
シシラン、ジメチルジ－ｎ－プロポキシシラン、ジメチルジ－ｉｓｏ－プロポキシシラン
、ジメチルジ－ｎ－ブトキシシラン、ジメチルジ－ｓｅｃ－ブトキシシラン、ジメチルジ
－ｔｅｒｔ－ブトキシシラン、ジメチルジフェノキシシラン、ジエチルジメトキシシラン
、ジエチルジエトキシシラン、ジエチルジ－ｎ－プロポキシシラン、ジエチルジ－ｉｓｏ
－プロポキシシラン、ジエチルジ－ｎ－ブトキシシラン、ジエチルジ－ｓｅｃ－ブトキシ
シラン、ジエチルジ－ｔｅｒｔ－ブトキシシラン、ジエチルジフェノキシシラン、ジ－ｎ
－プロピルジメトキシシラン、ジ－ｎ－プロピルジエトキシシラン、ジ－ｎ－プロピルジ
－ｎ－プロポキシシラン、ジ－ｎ－プロピルジ－ｉｓｏ－プロポキシシラン、ジ－ｎ－プ
ロピルジ－ｎ－ブトキシシラン、ジ－ｎ－プロピルジ－ｓｅｃ－ブトキシシラン、ジ－ｎ
－プロピルジ－ｔｅｒｔ－ブトキシシラン、ジ－ｎ－プロピルジフェノキシシラン、ジ－
ｉｓｏ－プロピルジメトキシシラン、ジ－ｉｓｏ－プロピルジエトキシシラン、ジ－ｉｓ
ｏ－プロピルジ－ｎ－プロポキシシラン、ジ－ｉｓｏ－プロピルジ－ｉｓｏ－プロポキシ
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シラン、ジ－ｉｓｏ－プロピルジ－ｎ－ブトキシシラン、ジ－ｉｓｏ－プロピルジ－ｓｅ
ｃ－ブトキシシラン、ジ－ｉｓｏ－プロピルジ－ｔｅｒｔ－ブトキシシラン、ジ－ｉｓｏ
－プロピルジフェノキシシラン、ジ－ｎ－ブチルジメトキシシラン、ジ－ｎ－ブチルジエ
トキシシラン、ジ－ｎ－ブチルジ－ｎ－プロポキシシラン、ジ－ｎ－ブチルジ－ｉｓｏ－
プロポキシシラン、ジ－ｎ－ブチルジ－ｎ－ブトキシシラン、ジ－ｎ－ブチルジ－ｓｅｃ
－ブトキシシラン、ジ－ｎ－ブチルジ－ｔｅｒｔ－ブトキシシラン、ジ－ｎ－ブチルジフ
ェノキシシラン、ジ－ｓｅｃ－ブチルジメトキシシラン、ジ－ｓｅｃ－ブチルジエトキシ
シラン、ジ－ｓｅｃ－ブチルジ－ｎ－プロポキシシラン、ジ－ｓｅｃ－ブチルジ－ｉｓｏ
－プロポキシシラン、ジ－ｓｅｃ－ブチルジ－ｎ－ブトキシシラン、ジ－ｓｅｃ－ブチル
ジ－ｓｅｃ－ブトキシシラン、ジ－ｓｅｃ－ブチルジ－ｔｅｒｔ－ブトキシシラン、ジ－
ｓｅｃ－ブチルジフェノキシシラン、ジ－ｔｅｒｔ－ブチルジメトキシシラン、ジ－ｔｅ
ｒｔ－ブチルジエトキシシラン、ジ－ｔｅｒｔ－ブチルジ－ｎ－プロポキシシラン、ジ－
ｔｅｒｔ－ブチルジ－ｉｓｏ－プロポキシシラン、ジ－ｔｅｒｔ－ブチルジ－ｎ－ブトキ
シシラン、ジ－ｔｅｒｔ－ブチルジ－ｓｅｃ－ブトキシシラン、ジ－ｔｅｒｔ－ブチルジ
－ｔｅｒｔ－ブトキシシラン、ジ－ｔｅｒｔ－ブチルジフェノキシシラン、ジフェニルジ
メトキシシラン、ジフェニルジエトキシシラン、ジフェニルジ－ｎ－プロポキシシラン、
ジフェニルジ－ｉｓｏ－プロポキシシラン、ジフェニルジ－ｎ－ブトキシシラン、ジフェ
ニルジ－ｓｅｃ－ブトキシシラン、ジフェニルジ－ｔｅｒｔ－ブトキシシラン、ジフェニ
ルジフェノキシシラン、ビス（３，３，３－トリフルオロプロピル）ジメトキシシラン、
メチル（３，３，３－トリフルオロプロピル）ジメトキシシラン等が挙げられる。
【００３４】
また、Ｘがハロゲン原子（ハロゲン基）である場合の上記一般式（１）で表される化合物
（ハロゲン化シラン）としては、上述の各アルコキシシラン分子中のアルコキシ基がハロ
ゲン原子で置換された化合物が例示できる。さらにまた、Ｘがアセトキシ基である場合の
上記式（１）で表される化合物（アセトキシシラン）としては、上述の各アルコキシシラ
ン分子中のアルコキシ基がアセトキシ基で置換された化合物が挙げられる。またさらに、
Ｘがイソシアネート基である場合の上記式（１）で表される化合物（イソシアネートシラ
ン）としては、上述の各アルコキシシラン分子中のアルコキシ基がイソシアネート基で置
換された化合物が挙げられる。さらにまた、Ｘがヒドロキシル基である場合の上記式（１
）で表される化合物（ヒドロキシシラン）としては、上述の各アルコキシシラン分子中の
アルコキシ基がヒドロキシル基で置換された化合物ものが例示できる。なお、上記式（１
）で表される化合物は、単独で又は２種以上を組み合わせて用いることができる。
【００３５】
上記一般式（１）に戻り、ｎは０～２の整数を示す。但し、ｎが２のとき、上記Ｒ 1は各
々同一でも異なっていてもよい。また、ｎが０～２のとき、上記Ｘは各々同一でも異なっ
ていてもよい。なお、ｎは０～１であることが好ましく、ｎが０である上記一般式（１）
で表される化合物とｎが１である上記一般式（１）で表される化合物を組み合わせて使用
することが好ましい。ｎが０及び１である化合物を組み合わせた場合には、シロキサン樹
脂は、ＳｉＯ 2で表される単位及びＲ 1ＳｉＯ 3 / 2で表される単位を含む。但し、Ｒ 1は上記
と同義である。かかるシロキサン樹脂は、多官能性を有する上述のテトラアルコキシシラ
ンとトリアルコキシシランとを共加水分解縮合させて得られる。なお、ＳｉＯ 2で表され
る単位はテトラアルコキシシランに由来する単位であり、Ｒ 1ＳｉＯ 3 / 2で表される単位は
トリアルコキシシランに由来する単位である。シロキサン樹脂はかかる単位を含むことに
より架橋密度が向上するため、被膜特性を向上させることができる。
【００３６】
上記一般式（１）で表される化合物の加水分解縮合を促進する触媒としては、蟻酸、マレ
イン酸、フマル酸、酢酸、プロピオン酸、ブタン酸、ペンタン酸、ヘキサン酸、ヘプタン
酸、オクタン酸、ノナン酸、デカン酸、シュウ酸、アジピン酸、セバシン酸、酪酸、オレ
イン酸、ステアリン酸、リノール酸、リノレイン酸、サリチル酸、安息香酸、ｐ－アミノ
安息香酸、ｐ－トルエンスルホン酸、フタル酸、スルホン酸、酒石酸、トリフルオロメタ
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ンスルフォン酸等の有機酸、塩酸、燐酸、硝酸、ホウ酸、硫酸、フッ酸等の無機酸等を用
いることができる。
【００３７】
上記触媒の使用量は、上記一般式（１）で表される化合物１モルに対して、０．０００１
～１モルの範囲であることが好ましい。この使用量が１モルを超える場合には、加水分解
縮合時にゲル化が促進する傾向があり、０．０００１モル未満の場合には、実質的に反応
が進行しない傾向がある。
【００３８】
加水分解縮合反応において、上記一般式（１）で表される化合物の加水分解によって副生
するアルコールはプロトン性溶媒であることから、エバポレータ等を用いて除去すること
が好ましい。また、加水分解縮合反応に使用する水の量を適宜決定することができるが、
この水の量としては、上記一般式（１）で表される化合物１モルに対して０．５～２０モ
ルの範囲内の値とすることが好ましい。この水の量が０．５モル未満の場合及び２０モル
を超える場合には、シリカ系被膜の成膜性が悪化すると共に、組成物自体の保存安定性が
低下する傾向がある。
【００３９】
なお、シロキサン樹脂の重量平均分子量（Ｍｗ）は、溶媒への溶解性、機械特性、成形性
等の観点から、５００～２０，０００であることが好ましく、１，０００～１０，０００
であるとより好ましい。このＭｗが５００未満であると、シリカ系被膜の成膜性が劣る傾
向にある。一方、このＭｗが２０，０００を超えると、溶媒への相溶性が低下する傾向に
ある。なお、本発明においてＭｗは、ゲルパーミエーションクロマトグラフィー（ＧＰＣ
）による標準ポリスチレンの換算の重量平均分子量をいう。
【００４０】
〈（ｂ）成分〉
（ｂ）成分は、（ａ）成分であるシロキサン樹脂を溶解させ、その粘度を低下させること
により取り扱い等の簡便化を図ることを可能とする有機溶媒である。また、非プロトン性
溶媒の比誘電率を所定値以上することにより、シリカ系被膜に含まれる空隙（空孔）の分
布を狭くする機能も有する。
【００４１】
かかる機能を発揮するために、本発明のシリカ系被膜形成用組成物は、非プロトン性溶媒
を（ｂ）成分の重量基準で８０質量％以上、より望ましくは９０質量％以上、更に望まし
くは９５質量％以上含有することが好ましい。（ｂ）成分に占める非プロトン性溶媒の含
有割合が少ないと、上記組成物の硬化時における低温度化と短時間化を妨げる恐れがある
。また、被膜の比誘電率の上昇や機械強度の低下を招く恐れがある。
【００４２】
さらに、非プロトン性溶媒の少なくとも１種が、１０以上の比誘電率を有することが好ま
しい。かかる比誘電率を有することにより、後述の空隙形成用化合物を含有して被膜に空
隙を形成する際に、被膜中の空隙の分布が狭くなる傾向にある。なお、本発明における比
誘電率とは、２０℃において測定した値をいう。また、（ｂ）成分に占める１０以上の比
誘電率を有する非プロトン性溶媒の含有量は、５０質量％以上であることが好ましく、６
０質量％以上であることがより好ましい。
【００４３】
　非プロトン性溶媒としては、ケトン系溶媒、エーテル系溶媒、エステル系溶媒、エーテ
ルアセテート系溶媒、アセトニトリル、 、スルホキシド系溶媒等が挙げられ
る。これらの中では、エーテル系溶媒及びケトン系溶媒が好ましく、２価アルコールのジ
アルキルエーテル、２価アルコールのアルキルエステルエーテル、２価アルコールのジエ
ステル及び環状ケトンがより好ましく、ジエチレングリコールジメチルエーテル及びシク
ロヘキサノンが特に好ましい。これらの好適な非プロトン性溶媒の中では、シロキサン樹
脂との相溶性やシリカ系被膜の機械強度等の観点から、ケトン系溶媒が好ましく、その中
でも環状ケトンが好ましく、シクロヘキサノンが特に好ましい。
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【００４４】
ケトン系溶媒としては、アセトン、メチルエチルケトン、メチル－ｎ－プロピルケトン、
メチル－ｉｓｏ－プロピルケトン、メチル－ｎ－ブチルケトン、メチル－ｉｓｏ－ブチル
ケトン、メチル－ｎ－ペンチルケトン、メチル－ｎ－ヘキシルケトン、ジエチルケトン、
ジプロピルケトン、ジ－ｉｓｏ－ブチルケトン、トリメチルノナノン、シクロヘキサノン
、シクロペンタノン、メチルシクロヘキサノン、２，４－ペンタンジオン、アセトニルア
セトン等が挙げられる。
【００４５】
エーテル系溶媒としては、ジオキサン、ジメチルジオキサン、エチレングリコールジメチ
ルエーテル、エチレングリコールジエチルエーテル、エチレングリコールジプロピルエー
テル、エチレングリコールジブチルエーテル、ジエチレングリコールジメチルエーテル、
ジエチレングリコールジエチルエーテル、ジエチレングリコールメチルエチルエーテル、
ジエチレングリコールメチルモノ－ｎ－ブチルエーテル、ジエチレングリコールジ－ｎ－
ブチルエーテル、ジエチレングリコールメチルモノ－ｎ－ヘキシルエーテル、テトラエチ
レングリコールジ－ｎ－ブチルエーテル、ジプロピレングリコールジメチルエーテル、ジ
プロピレングリコールメチルエチルエーテル、ジプロピレングリコールジエチルエーテル
、テトラヒドロフラン、２－メチルテトラヒドロフラン等が挙げられる。
【００４６】
エステル系溶媒としては、酢酸メチル、酢酸エチル、酢酸ｎ－プロピル、酢酸ｉ－プロピ
ル、酢酸ｎ－ブチル、酢酸ｉ－ブチル、酢酸ｓｅｃ－ブチル、酢酸ｎ－ペンチル、酢酸ｓ
ｅｃ－ペンチル、酢酸３－メトキシブチル、酢酸メチルペンチル、酢酸２－エチルブチル
、酢酸２－エチルヘキシル、酢酸ベンジル、酢酸シクロヘキシル、酢酸メチルシクロヘキ
シル、酢酸ノニル、γ－ブチロラクトン、γ－バレロラクトン、アセト酢酸メチル、アセ
ト酢酸エチル、酢酸ジエチレングリコールモノメチルエーテル、酢酸ジエチレングリコー
ルモノエチルエーテル、酢酸ジエチレングリコールモノ－ｎ－ブチルエーテル、酢酸ジプ
ロピレングリコールモノメチルエーテル、酢酸ジプロピレングリコールモノエチルエーテ
ル、ジ酢酸グリコール、酢酸メトキシトリグリコール、プロピオン酸エチル、プロピオン
酸ｎ－ブチル、プロピオン酸ｉ－アミル、シュウ酸ジエチル、シュウ酸ジ－ｎ－ブチル等
が挙げられる。
【００４７】
エーテルアセテート系溶媒としては、エチレングリコールメチルエーテルプロピオネート
、エチレングリコールエチルエーテルプロピオネート、アセテートエチレングリコールメ
チルエーテルアセテート、エチレングリコールエチルエーテルアセテート、ジエチレング
リコールメチルエーテルアセテート、ジエチレングリコールエチルエーテルアセテート、
ジエチレングリコール－ｎ－ブチルエーテルアセテート、プロピレングリコールエチルエ
ーテルアセテート、プロピレングリコールプロピルエーテルアセテート、ジプロピレング
リコールメチルエーテルアセテート、ジプロピレングリコールエチルエーテルアセテート
等が挙げられる。
【００４８】
　

【００４９】
　１０以上の比誘電率を有する非プロトン性溶媒としては、ケトン系溶媒、アセトニトリ
ル、 、スルホキシド系溶媒等が例示できる。１０以上の比誘電率を有するケ
トン系溶媒としては、アセトン、メチルエチルケトン、メチル－ｎ－プロピルケトン、メ
チル－ｉｓｏ－プロピルケトン、メチル－ｎ－ブチルケトン、メチル－ｉｓｏ－ブチルケ
トン、メチル－ｎ－ペンチルケトン、メチル－ｎ－ヘキシルケトン、ジエチルケトン、ジ
プロピルケトン、ジ－ｉｓｏ－ブチルケトン、トリメチルノナノン、シクロヘキサノン、
シクロペンタノン、メチルシクロヘキサノン、２，４－ペンタンジオン、アセトニルアセ
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トン等が挙げられる。
１０以上の比誘電率を有

するスルホキシド系溶媒としてはＮ，Ｎ－ジメチルスルホキシド等が例示できる。これら
は単独で又は２種以上を組み合わせて用いられる。
【００５０】
さらに、（ｂ）成分として、必要に応じて他のプロトン性溶媒成分を含むことができる。
このようなプロトン性溶媒としては、アルコール系溶媒、エーテル系溶媒、エステル系溶
媒等が例示できる。
【００５１】
アルコール系溶媒としては、メタノール、エタノール、ｎ－プロパノール、ｉ－プロパノ
ール、ｎ－ブタノール、ｉ－ブタノール、ｓｅｃ－ブタノール、ｔ－ブタノール、ｎ－ペ
ンタノール、ｉ－ペンタノール、２－メチルブタノール、ｓｅｃ－ペンタノール、ｔ－ペ
ンタノール、３－メトキシブタノール、ｎ－ヘキサノール、２－メチルペンタノール、ｓ
ｅｃ－ヘキサノール、２－エチルブタノール、ｓｅｃ－ヘプタノール、ｎ－オクタノール
、２－エチルヘキサノール、ｓｅｃ－オクタノール、ｎ－ノニルアルコール、ｎ－デカノ
ール、ｓｅｃ－ウンデシルアルコール、トリメチルノニルアルコール、ｓｅｃ－テトラデ
シルアルコール、ｓｅｃ－ヘプタデシルアルコール、フェノール、シクロヘキサノール、
メチルシクロヘキサノール、ベンジルアルコール、エチレングリコール、１，２－プロピ
レングリコール、１，３－ブチレングリコール、ジエチレングリコール、ジプロピレング
リコール、トリエチレングリコール、トリプロピレングリコール等が挙げられる。
【００５２】
エーテル系溶媒としては、エチレングリコールメチルエーテル、エチレングリコールエチ
ルエーテル、エチレングリコールモノフェニルエーテル、ジエチレングリコールモノメチ
ルエーテル、ジエチレングリコールモノエチルエーテル、ジエチレングリコールモノ－ｎ
－ブチルエーテル、ジエチレングリコールモノ－ｎ－ヘキシルエーテル、エトキシトリグ
リコール、テトラエチレングリコールモノ－ｎ－ブチルエーテル、ジプロピレングリコー
ルモノメチルエーテル、ジプロピレングリコールモノエチルエーテル、トリプロピレング
リコールモノメチルエーテル等が挙げられる。
【００５３】
エステル系溶媒としては、乳酸メチル、乳酸エチル、乳酸ｎ－ブチル、乳酸ｎ－アミル等
が例示できる。これらは単独で又は２種以上を組み合わせて非プロトン性溶媒と共に用い
られる。
【００５４】
〈（ｃ）成分〉
（ｃ）成分は、シリカ系被膜形成用組成物の安定性を高めると共に、シリカ系被膜の電気
特性及び機械特性をより向上させる機能を有する。さらに、（ａ）成分の縮合反応を加速
して硬化温度の低温化と短時間化を可能とし、機械強度の低下をより一層抑制する機能も
備える。
【００５５】
かかる機能を発揮するために、本発明のシリカ系被膜形成用組成物は、（ｃ）成分として
オニウム塩を含有する。オニウム塩としては、アンモニウム塩、ホスホニウム塩、アルソ
ニウム塩、スチボニウム塩、オキソニウム塩、スルホニウム塩、セレノニウム塩、スタン
ノニウム塩、ヨードニウム塩等が挙げられる。これらの中では、組成物の安定性により優
れる点でアンモニウム塩が好ましい。
【００５６】
アンモニウム塩としては、テトラメチルアンモニウムオキサイド、テトラメチルアンモニ
ウムクロライド、テトラメチルアンモニウムブロマイド、テトラメチルアンモニウムフロ
ライド、テトラブチルアンモニウムオキサイド、テトラブチルアンモニウムクロライド、
テトラブチルアンモニウムブロマイド、テトラブチルアンモニウムフロライド、テトラメ
チルアンモニウム硝酸塩、テトラメチルアンモニウム酢酸塩、テトラメチルアンモニウム
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プロピオン酸塩、テトラメチルアンモニウムマレイン酸塩、テトラメチルアンモニウム硫
酸塩等が挙げられる。
【００５７】
これらのアンモニウム塩の中では、シリカ系被膜の電気特性を向上させる観点から、テト
ラメチルアンモニウム硝酸塩、テトラメチルアンモニウム酢酸塩、テトラメチルアンモニ
ウムプロピオン酸塩、テトラメチルアンモニウムマレイン酸塩、テトラメチルアンモニウ
ム硫酸塩等のアンモニウム塩が特に好ましい。
【００５８】
なお、オニウム塩を含有することによって効果が奏されるメカニズムの詳細は、未だ不明
な点があるものの、オニウム塩によって脱水縮合反応が促進されてシロキサン結合の密度
が増加し、さらに残留するシラノール基が減少するため、機械強度及び誘電特性が向上す
るといった機構によるものと推定される。但し、作用はこれに限定されない。
【００５９】
〈任意成分〉
また、本発明のシリカ系被膜形成用組成物は、任意成分として２５０～５００℃の加熱温
度で熱分解又は揮発する空隙形成用化合物（以下、「（ｄ）成分」という。）を更に含む
ことが好ましい。かかる（ｄ）成分は、シリカ系被膜中に微細孔（空隙、空孔）を徐々に
形成し、最終硬化時に空孔の更なる微細化及び形状の均一化を図る機能を有する。かかる
機能を発揮するために、（ｄ）成分は、温度２５０～５００℃の窒素ガス雰囲気における
減少率が９５質量％以上であることが好ましく、９７質量％以上であることがより好まし
く、９９質量％以上であることが更に好ましい。この減少率が９５質量％未満であると、
本発明のシリカ系被膜形成用組成物を加熱する際に化合物の分解又は揮散が不十分となる
傾向にある。すなわち、（ｄ）成分、（ｄ）成分の一部又は（ｄ）成分由来の反応生成物
が、最終的に得られるシリカ系被膜中に残留してしまうおそれがある。こうなると、比誘
電率の上昇等、シリカ系被膜の電気特性の劣化を招来することがある。
【００６０】
なお、本発明における（ｄ）成分の「減少率」は、以下の装置及び条件によって求められ
る値である。すなわち、「減少率」は、上記重合体１０ｍｇを昇温開始温度５０℃、昇温
速度１０℃／ｍｉｎ、窒素（Ｎ２）ガスの流速２００ｍｌ／ｍｉｎとする条件下で、示差
走査熱量計（セイコーインスツルメンツ社製、ＴＧ／ＤＴＡ６３００）を用いて測定する
。なお、リファレンスとしてはα－アルミナ（セイコーインスツルメンツ社製）を用い、
試料容器としてはφ５のアルミニウム製オープンサンプルパン（セイコーインスツルメン
ツ社製）を使用する。
【００６１】
なお、（ｄ）成分の分解開始前の基準質量は、昇温途中である１５０℃における質量とす
る。これは、１５０℃以下における質量減少は吸着した水分等の除去によるものであって
、（ｄ）成分そのものの分解は実質的に生じていないと推定されることによる。また、こ
の「減少率」の測定において、（ｄ）成分が溶液に溶解している等の理由で、（ｄ）成分
のみを直接量り取ることができない場合には、（ｄ）成分を含む溶液を、例えば金属シャ
ーレに約２ｇ程度とり、常圧の空気中、１５０℃にて３時間乾燥して得られる残渣物を試
料として用いる。
【００６２】
（ｄ）成分の具体例としては、ビニルエーテル系化合物、ポリオキシエチレン単位を有す
るビニル系化合物、ポリオキシプロピレン単位を有するビニル系化合物等、ビニルピリジ
ン系化合物、スチレン系化合物、アルキルエステルビニル系化合物、（メタ）アクリレー
ト酸系化合物、ポリオキシアルキレン単位を有する重合体、ポリカーボネート重合体等が
挙げられる。分解特性及び膜の機械強度の点から、（ｄ）成分としてはポリオキシアルキ
レン単位を有する重合体が好ましく、ポリオキシプロピレン単位を有する重合体が特に好
ましい。
【００６３】
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上記ポリオキシアルキレン単位としては、ポリオキシエチレン単位、ポリオキシプロピレ
ン単位、ポリオキシテトラメチレン単位、ポリオキシブチレン単位等が挙げられる。具体
的には、ポリオキシエチレンアルキルエーテル、ポリオキシエチレンステロールエーテル
、ポリオキシエチレンラノリン誘導体、アルキルフェノールホルマリン縮合物の酸化エチ
レン誘導体、ポリオキシエチレンポリオキシプロピレンブロックコポリマー、ポリオキシ
プロピレンアルキルエール、ポリオキシエチレンポリオキシプロピレンアルキルエーテル
等のエーテル型化合物、ポリオキシエチレングリセリン脂肪酸エステル、ポリオキシエチ
レンソルビトール脂肪酸エステル、ポリオキシエチレン脂肪酸アルカノールアミド硫酸塩
等のエーテルエステル型化合物、ポリエチレングリコール脂肪酸エステル、エチレングリ
コール脂肪酸エステル、脂肪酸モノグリセリド、ポリグリセリン脂肪酸エステル、ソルビ
タン脂肪酸エステル、プロピレングリコール脂肪酸エステル等のエーテルエステル型化合
物、エチレングリコール、ジエチレングリコール、トリエチレングリコール、プロピレン
グリコール、ポリエチレングリコール、ポリプロピレングリコール等のグリコール型化合
物等が挙げられる。
【００６４】
（メタ）アクリレート酸誘導体としては、アクリル酸アルキルエステル、メタクリル酸ア
ルキルエステル、アクリル酸アルコキシアルキルエステル、メタクリル酸アルキルエステ
ル、メタクリル酸アルコキシアルキルエステル等がを挙げられる。アクリル酸アルキルエ
ステルとしては、アクリル酸メチル、アクリル酸エチル、アクリル酸ｎ－プロピル、アク
リル酸イソプロピル、アクリル酸ｎ－ブチル、アクリル酸イソブチル、アクリル酸ペンチ
ル、アクリル酸ヘキシル等の炭素数１～６のアルキルエステル、メタクリル酸アルキルエ
ステルとしては、メタクリル酸メチル、メタクリル酸エチル、メタクリル酸ｎ－プロピル
、メタクリル酸イソプロピル、メタクリル酸ｎ－ブチル、メタクリル酸イソブチル、メタ
クリル酸ペンチル、メタクリル酸ヘキシル等の炭素数１～６のアルキルエステル等が挙げ
られる。アクリル酸アルコキシアルキルエステルとしては、アクリル酸メトキシメチル、
アクリル酸エトキシエチル、メタクリル酸アルコキシアルキルエステルとしては、メタク
リル酸メトキシメチル、メタクリル酸エトキシエチル等が挙げられる。
【００６５】
（メタ）アクリレート酸誘導体は、ヒドロキシル基を有する化合物との共重合体を使用で
きる。具体例な化合物としては、２－ヒドロキシエチルアクリレート、ジエチレングリコ
ールアクリレート、２－ヒドロキシプロピルアクリレート、ジプロピレングリコールアク
リレート、メタクリル酸、２－ヒドロキシエチルメタクリレート、ジエチレングリコール
メタクリレート、２－ヒドロキシプロピルメタクリレート、ジプロピレングリコールメタ
クリレート等が挙げられる。
【００６６】
ポリエステルとしては、ヒドロキシカルボン酸の重縮合物、ラクトンの開環重合物、脂肪
族ポリオールと脂肪族ポリカルボン酸との重縮合物等が挙げられる。
【００６７】
ポリカーボネートとしては、ポリエチレンカーボネート、ポリプロピレンカーボネート、
ポリトリメチレンカーボネート、ポリテトラメチレンカーボネート、ポリペンタメチレン
カーボネート、ポリヘキサメチレンカーボネート等の炭酸とアルキレングリコールの重縮
合物が挙げられる。ポリアンハイドライドとしては、ポリマロニルオキシド、ポリアジポ
イルオキシド、ポリピメイルオキシド、ポリスベロイルオキシド、ポリアゼライルオキシ
ド、ポリセバコイルオキシド等のジカルボン酸の重縮合物等が挙げられる。
【００６８】
なお、（ｄ）成分のＭｗは、溶媒への溶解性、シロキサン樹脂との相溶性、膜の機械特性
、膜の成形性等の点から、２００～１０，０００であることが好ましく、３００～５，０
００であることがより好ましく、４００～２，０００であることがより好ましい。このＭ
ｗが１００，０００を超えると、シロキサン樹脂との相溶性が低下する傾向にある。一方
、２００未満であると、空隙の形成が不充分となる傾向にある。
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【００６９】
次に、本発明のシリカ系被膜形成用組成物の各成分の含有量について説明する。本発明の
シリカ系被膜形成用組成物に占める（ａ）成分の含有量は、３～２５質量％が好ましい。
（ａ）成分の濃度が２５質量％を超えると、有機溶媒の量が過少となりシリカ系被膜の成
膜性等が悪化すると共に、組成物自体の安定性が低下する傾向にある。一方、（ａ）成分
の濃度が３質量％を下回ると、溶媒の量が過多となり所望の膜厚を有するシリカ系被膜を
形成し難くなる傾向にある。
【００７０】
（ｃ）成分の含有量は、本発明のシリカ系被膜形成用組成物の全重量基準で０．００１ｐ
ｐｍ～５質量％であることが好ましく、０．０１ｐｐｍ～１質量％であるとより好ましく
、０．１ｐｐｍ～０．５質量％であると一層好ましい。この含有量が０．００１ｐｐｍ未
満であると、最終的に得られるシリカ系被膜の電気特性、機械特性が劣る傾向にある。一
方、この含有量が５％を超えると、組成物の安定性、成膜性等が劣る傾向にあると共に、
シリカ系被膜の電気特性及びプロセス適合性が低下する傾向にある。なお、（ｃ）成分で
あるオニウム塩は、必要に応じて水や溶媒に溶解又は希釈してから、所望の濃度となるよ
うに添加することができる。
【００７１】
（ｄ）成分の含有量は、本発明のシリカ系被膜形成用組成物の全重量基準で、０．１～１
０質量％であることが好ましく、１～５質量％であることがより好ましい。この含有量が
０．１質量％未満であると、空隙形成が不充分となる傾向がある。一方、１０質量％を越
えると、膜強度が低下する場合がある。
【００７２】
なお、（ｂ）成分の含有量は、（ａ）成分、（ｃ）成分及び（ｄ）成分の合計重量を上記
組成物の重量から除いた残部である。
【００７３】
なお、本発明のシリカ系被膜形成用組成物は、アルカリ金属やアルカリ土類金属を含有し
ないことが望ましい。かかる金属を含有する場合でも、上記組成物中の金属イオン濃度が
１００ｐｐｂ以下であると好ましく、２０ｐｐｂ以下であるとより好ましい。金属イオン
濃度が１００ｐｐｂを超えると、上記組成物から得られるシリカ系被膜を有する半導体素
子に金属イオンが流入し易くなってデバイス性能そのものに悪影響を及ぼす恐れがある。
よって、必要に応じてイオン交換フィルター等を使用してアルカリ金属やアルカリ土類金
属を組成物中から除去することが有効である。
【００７４】
（シリカ系被膜の形成方法、シリカ系被膜及び電子部品）
次に、本発明にかかるシリカ系被膜の形成方法、シリカ系被膜及び電子部品について、こ
れらの好適な実施形態について説明する。
【００７５】
上記本発明のシリカ系被膜形成用組成物を用いて、例えば、以下に述べるスピンコート法
により、本発明によるシリカ系被膜を形成することができる。スピンコート法は、被膜の
成膜性及び膜均一性に優れるため、本発明のシリカ系被膜の形成に好適である。
【００７６】
まず、シリカ系被膜形成用組成物をシリコンウエハ等の基板上に好ましくは５００～５０
００回転／分、より好ましくは１０００～３０００回転／分でスピン塗布して塗布膜を形
成する。この際、回転数が５００回転／分未満であると、膜均一性が悪化する傾向にある
。一方、５０００回転／分を超えると、成膜性が悪化するおそれがある。
【００７７】
次いで、好ましくは５０～３５０℃、より好ましくは１００～３００℃でホットプレート
等にて塗布膜中の有機溶媒を乾燥させる。この乾燥温度が５０℃未満であると、有機溶媒
の乾燥が十分に行われない傾向にある。一方、乾燥温度が３５０℃を超えると、シロキサ
ン樹脂のシロキサン骨格が充分に形成される前にポーラス形成用の（ｄ）成分が熱分解し
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て揮発量が不都合な程に増大してしまい、所望の機械強度及び低誘電特性を有するシリカ
系被膜を得難くなるおそれがある。
【００７８】
次いで、有機溶媒が除去された塗布膜を２５０～５００℃の加熱温度で焼成して最終硬化
を行う。このようにして、１００ｋＨｚ以上の高周波領域においても低い比誘電率を発現
できるシリカ系被膜（Ｌｏｗ－ｋ膜）が形成される。なお、本発明における「比誘電率」
とは、２３℃±２℃、湿度４０％±１０％の雰囲気下で測定された値をいい、２．５以下
であることが好ましい。また、比誘電率は、例えば、Ａｌ金属とＮ型低抵抗率基板（Ｓｉ
ウエハ）間の電荷容量を測定することにより求められる。本発明のシリカ系被膜は、充分
な機械的強度を有し、従来に比して低温且つ短時間で硬化が可能となる。なお、最終硬化
は、窒素、アルゴン、ヘリウム等の不活性雰囲気下で行うのが好ましく、この場合、酸素
濃度が１０００ｐｐｍ以下であると好ましい。この加熱温度が２５０℃未満であると、十
分な硬化が達成されない傾向にあると共に、（ｄ）成分の分解・揮発を十分に促進できな
い傾向にある。これに対し、加熱温度が５００℃を超えると、金属配線層がある場合に、
入熱量が増大して配線金属の劣化が生じるおそれがある。
【００７９】
また、この硬化の際の加熱時間は２～６０分が好ましく、２～３０分であるとより好まし
い。この加熱時間が６０分を超えると、入熱量が過度に増大して配線金属の劣化が生じる
おそれがある。また、加熱装置としては、石英チューブ炉その他の炉、ホットプレート、
ラピッドサーマルアニール（ＲＴＡ）等の加熱処理装置を用いることが好ましい。
【００８０】
このようにして形成されるシリカ系被膜の膜厚は、０．０１～４０μｍであることが好ま
しく、０．１μｍ～２．０μｍであるとより好ましい。かかる膜厚が４０μｍを超えると
、応力によってクラックが発生し易くなる。一方、０．０１μｍ未満であると、シリカ系
被膜の上下層に金属配線層が存在する場合に、上下層の配線間でのリーク特性が悪化する
傾向がある。
【００８１】
また、上記のようにして形成されたシリカ系被膜を用いた本発明による電子部品としては
、半導体素子、多層配線板等のシリカ系被膜を有する電子デバイスが挙げられる。本発明
のシリカ系被膜は、半導体素子においては、表面保護膜（パッシベーション膜）、バッフ
ァーコート膜、層間絶縁膜等として使用することができる。一方、多層配線板においては
、層間絶縁膜として好適に使用することができる。
【００８２】
具体的には、半導体素子として、ダイオード、トランジスタ、化合物半導体、サーミスタ
、バリスタ、サイリスタ等の個別半導体 、ＤＲＡＭ（ダイナミック・ランダム・アク
セス・メモリー）、ＳＲＡＭ（スタティック・ランダム・アクセス・メモリー）、ＥＰＲ
ＯＭ（イレイザブル・プログラマブル・リード・オンリー・メモリー）、マスクＲＯＭ（
マスク・リード・オンリー・メモリー）、ＥＥＰＲＯＭ（エレクトリカル・イレイザブル
・プログラマブル・リード・オンリー・メモリー）、フラッシュメモリー等の記憶素子、
マイクロプロセッサー、ＤＳＰ、ＡＳＩＣ等の理論回路素子、ＭＭＩＣ（モノリシック・
マイクロウェーブ集積回路）に代表される化合物半導体等の集積回路素子、混成集積回路
（ハイブリッドＩＣ）、発光ダイオード、電荷結合素子等の光電変換素子等が挙げられる
。また、多層配線板としては、ＭＣＭ等の高密度配線板等が挙げられる。
【００８３】
図１は、本発明による電子部品の一実施形態を示す模式断面図である。メモリキャパシタ
セル８（電子部品）は、拡散領域１Ａ，１Ｂが形成されたシリコンウェハ１（基板）上に
酸化膜から成るゲート絶縁膜２Ｂを介して設けられたゲート電極３（ワード線として機能
する。）と、その上方に設けられた対向電極８Ｃとの間に二層構造の層間絶縁膜５，７（
絶縁被膜）が形成されたものである。ゲート電極３の側壁には、側壁酸化膜４Ａ、４Ｂが
形成されており、また、ゲート電極の側方における拡散領域１Ｂにはフィールド酸化膜２
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Ａが形成され、素子分離がなされている。
【００８４】
層間絶縁膜５は、これらのゲート電極３及びフィールド酸化膜２Ａ上に被着されており、
本発明のシリカ系被膜形成用組成物をスピンコートして形成されたものである。層間絶縁
膜５におけるゲート電極３近傍にはビット線として機能する電極６が埋め込まれたコンタ
クトホール５Ａが形成されている。さらに、平坦化された層間絶縁膜５上には平坦化され
た層間絶縁膜７が被着されており、両者を貫通するように形成されたコンタクトホール７
Ａには蓄積電極８Ａが埋め込まれている。層間絶縁膜７は、層間絶縁膜５と同様に本発明
のシリカ系被膜形成用組成物をスピンコートして形成されたものである。そして、蓄積電
極８Ａ上に高誘電体から成るキャパシタ絶縁膜８Ｂを介して対向電極８Ｃが設けられてい
る。なお、層間絶縁膜５、７は同一の組成を有していても異なる組成を有していてもよい
。
【００８５】
上記例示したような電子部品によれば、シリカ系被膜の比誘電率が従来に比して十分に低
減されるので、信号伝搬における配線遅延時間を十分に短縮できると同時に高信頼性をも
実現できる。また、電子部品の生産の歩留まり及びプロセス裕度の向上を図ることが可能
となる。さらに、本発明のシリカ系被膜形成用組成物からなるシリカ系被膜の優れた上記
特性により、高密度且つ高品位で信頼性に優れた電子部品を提供できる。
【００８６】
【実施例】
以下、本発明の好適な実施例についてさらに詳細な説明するが、本発明はこれらの実施例
に限定されるものではない。
【００８７】
（実施例１）
＜シリカ系被膜形成用組成物の作製＞
テトラエトキシシラン１５４．６ｇとメチルトリエトキシシラン１２０．６ｇとをシクロ
ヘキサノン５４３．３ｇに溶解させた溶液中に、７０％硝酸０．５２５ｇを溶解させた水
溶液８０．９８ｇを攪拌下で３０分かけて滴下した。滴下終了後５時間反応させ、続いて
、減圧下、温浴中で生成エタノール及びシクロヘキサノンの一部を留去して、ポリシロキ
サン溶液５８３．７ｇを得た。ＧＰＣによりポリシロキサンの重量平均分子量を測定した
ところ、１，３５０であった。
【００８８】
次いで、ポリシロキサン溶液５５３．９ｇに、空隙形成用化合物であるポリプロピレング
リコール（アルドリッチ社製、ＰＰＧ７２５）２４．８６ｇ、シクロヘキサノン４９８．
７ｇ、２．３８％のテトラメチルアンモニウム硝酸塩水溶液（ＰＨ３．６）１７．８９ｇ
、及び１％に希釈したマレイン酸水溶液５．５ｇをそれぞれ添加し室温で３０分間攪拌溶
解して、本発明のシリカ系被膜形成用組成物を作製した。なお、空隙形成用化合物として
使用したポリプロピレングリコール（アルドリッチ社製、ＰＰＧ７２５）の３５０℃にお
ける重量減少率は９９．９％であった。
【００８９】
（実施例２）
テトラエトキシシラン１５４．６ｇとメチルトリエトキシシラン１２０．６ｇとをシクロ
ヘキサノン５４３．３ｇに溶解させた溶液中に、７０％硝酸０．５２５ｇを溶解させた水
溶液８０．９８ｇを攪拌下で３０分かけて滴下した。滴下終了後５時間反応させ、続いて
、減圧下、温浴中で生成エタノールおよびシクロヘキサノンの一部を留去して、ポリシロ
キサン溶液５９８．２ｇを得た。ＧＰＣ法によりポリシロキサンの重量平均分子量を測定
したところ、１，２８０であった。
【００９０】
次いで、ポリシロキサン溶液５１４．５ｇに、空隙形成用化合物であるポリプロピレング
リコール（アルドリッチ社製、ＰＰＧ７２５）２２．６０ｇ、ジエチレングリコールジメ
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チルエーテル４４１．６ｇ、２．３８％のテトラメチルアンモニウム硝酸塩水溶液（ＰＨ
３．６）１６．２６ｇ、及び１％に希釈したマレイン酸水溶液５．０ｇをそれぞれ添加し
室温で３０分間攪拌溶解して、本発明のシリカ系被膜形成用組成物を作製した。なお、空
隙形成用化合物として使用したポリプロピレングリコール（アルドリッチ社製、ＰＰＧ７
２５）の３５０℃における重量減少率は９９．９％であった。
【００９１】
（比較例１）
テトラエトキシシラン１５４．６ｇとメチルトリエトキシシラン１２０．６ｇとをエタノ
ール５４３．３ｇに溶解させた溶液中に、７０％硝酸０．５２５ｇを溶解させた水溶液８
０．９８ｇを攪拌下で３０分かけて滴下した。滴下終了後５時間反応させて、ポリシロキ
サン溶液８１９．０ｇを得た。ＧＰＣ法によりポリシロキサンの重量平均分子量を測定し
たところ、１，１７０であった。
【００９２】
次いで、ポリシロキサン溶液７７４．０ｇに、空隙形成用化合物であるポリプロピレング
リコール（アルドリッチ社製、ＰＰＧ７２５）２２．６０ｇ、エタノール１８２．１ｇ、
２．３８％のテトラメチルアンモニウム硝酸塩水溶液（ＰＨ３．６）１６．２６ｇ、及び
１％に希釈したマレイン酸水溶液５．０ｇをそれぞれ添加し室温で３０分間攪拌溶解して
シリカ系被膜形成用組成物を作製した。なお、空隙形成用化合物として使用したポリプロ
ピレングリコール（アルドリッチ社製、ＰＰＧ７２５）の３５０℃における重量減少率は
９９．９％であった。
【００９３】
（実施例３）
＜層間絶縁膜の製造＞
実施例１～２及び比較例１で得たシリカ系被膜形成用組成物をシリコンウェハ上に回転塗
布して塗膜膜を形成した。なお、塗布膜の形成は、硬化後５００±５０ｎｍの膜厚を有す
る被膜になるように回転数を調整した。次いで、塗布膜中の有機溶媒を２５０℃で３分か
けて除去した後、Ｏ 2濃度が１００ｐｐｍ前後にコントロールされた石英チューブ炉を用
いて４００℃で３０分間かけて有機溶媒を除去した後の塗布膜を最終硬化し、層間絶縁膜
としてのシリカ系被膜を製造した。そして、得られたシリカ系被膜上にＨｅ－Ｎｅレーザ
ー光を照射し、波長６３３ｎｍにおける光照射により生じた位相差から求められる膜厚を
、分光エリプソメータ（ガートナー社製；エリプソメータＬ１１６Ｂ）で測定した。
【００９４】
次いで、シリカ系被膜上に真空蒸着装置を用いてＡｌ金属を直径２ｍｍの円で、厚さ約０
．１μｍになるように真空蒸着した。これにより、Ａｌ金属とシリコンウェハ（低抵抗率
基板）との間にシリカ系被膜を配置する構造を有する層間絶縁膜が製造された。
【００９５】
［比誘電率測定］
得られた層間絶縁膜の電荷容量を、ＬＦインピーダンスアナライザー（横河電機社製：Ｈ
Ｐ４１９２Ａ）に、誘電体テスト・フィクスチャー（横河電機製：ＨＰ１６４５１Ｂ）を
接続した装置を用いて、温度２３℃±２℃、湿度４０％±１０％、使用周波数１ＭＨｚの
条件で測定した。
【００９６】
そして、電荷容量の測定値を下記式；
層間絶縁膜の比誘電率＝ 3.597× 10- 2×電荷容量 (pF)×層間絶縁膜の膜厚 (μ m)
に代入し、層間絶縁膜の比誘電率を算出した。なお、層間絶縁膜の膜厚は、上記シリカ系
被膜の膜厚測定で得られた値を用いた。
【００９７】
[弾性率測定 ]
ナノインデンターＳＡ２（ＤＣＭ，ＭＴＳ社製）を用いて（温度：２３℃±２℃、周波数
：７５Ｈｚ、弾性率の測定範囲：層間絶縁膜厚の１／１０以下で、押し込み深さで変動し
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ない範囲）層間絶縁膜の弾性率を測定した。
【００９８】
実施例３で得た層間絶縁膜の電気特性及び弾性率（膜強度）の測定結果を表１に示す。
【表１】
　
　
　
　
　
　
　
　
　
【００９９】
【発明の効果】
以上説明したように、本発明によれば、２．５以下の低誘電率を１００ｋＨｚ以上の高周
波領域においても発揮できると共に、充分な機械的強度を有し、従来に比して低温、短時
間で硬化可能なシリカ系被膜を形成できるシリカ系被膜形成用組成物が提供される。また
、かかる組成物からなるシリカ系被膜及びその形成方法、並びにかかるシリカ系被膜を備
える電子部品が提供される。
【図面の簡単な説明】
【図１】本発明に係る電子部品の好適な一実施形態を示す模式断面図である。
【符号の説明】
１…シリコンウェハ（基板）、１Ａ，１Ｂ…拡散領域、２Ａ…フィールド酸化膜、２Ｂ…
ゲート絶縁膜、３…ゲート電極、４Ａ，４Ｂ…側壁酸化膜、５，７…層間絶縁膜（絶縁被
膜）、５Ａ，７Ａ…コンタクトホール、６…ビット線、８…メモリセルキャパシタ（電子
部品）、８Ａ…蓄積電極、８Ｂ…キャパシタ絶縁膜、８Ｃ…対向電極。
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【 図 １ 】
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